
令和7年12月19日 一般社団法人国立大学病院長会議 会長 大鳥精司

国立大学病院長会議 記者会見

第1部



共同調達事業の発展により法人設立
～110病院の任意団体から一般社団法人設立～

第１部



一般社団法人 公共的医療機関経営力強化研究機構設立

【設立時理事・監事】
⚫代表理事 会長 山本 修一

（独立行政法人地域医療機能推進機構 理事長）
⚫理 事  安藤 立美

（地方独立行政法人東京都立病院機構 理事長 ）
⚫理 事  田中 栄

（国立大学病院長会議 副会長、東京大学医学部附属病院長）
⚫理 事  塩﨑 英司

（国立大学病院長会議 理事・事務局長）
⚫監 事  井上 貴裕

（千葉大学医学部附属病院 副病院長）

【一般社団法人の設立】

⚫ 法人名：一般社団法人 公共的医療機関経営力強化研究機構
設立登記：令和７年12月15日



法人設立の目的

【任意団体として各病院が協力して推進】
⚫ 各団体・病院で共同調達事業参画合意書を交わし、任意団体として活動
⚫ 加盟各団体・病院の特徴を活かした協力・役割分担により「共同調達事業」を実施

【法人化の要因】
⚫ 法人格を有しない任意団体としての活動に限界
⚫ 各参加病院及び病院団体の連名で行う契約業務が持ち回りで時間がかかる
⚫ 提供会社等との共同調達品に関する「合意書」締結作業（各社と加盟団体・病院全てが合意書に押印

すること）が煩雑であり、法的責任が不明確

【法人化のメリット】
⚫法人化することにより、責任を明確化し、組織文化の違いを乗り越
えて共通目的に向かった活動を加速化



現在110病院が協力して共同調達に取り組んでいます

独立行政法人
地域医療機能推進機構（JCHO）

48病院・ 11,823床

一般社団法人
国立大学病院長会議

45病院・31,725床

合計110病院・ 52,694床

地方独立行政法人
東京都立病院機構

13病院・6,279床

自治医科大学附属病院
1,106床

地域医療連携推進法人
浜松アカデミック・メディカル・アライアンス
（HAMA）606床

独立行政法人
国立病院機構大阪医療センター

605床

国立研究開発法人
国立循環器病研究センター

550床

※病床数は許可病床数



10年前に共同調達事業をスタート
平成28年6月、全国の国立大学附属病院長が「国立大学附属病院における共同調達実施に関する合意書」に署名した

「国立大学附属病院が一丸となって、共同調達に取り組む」



賛同して参加病院が増えてきた経緯

法人化に伴い加盟する

病院、参加を検討して

いる病院も多数

国立大学病院
共同調達事業
（１０年前）

・ 独立行政法人地域医療機能推進機構（JCHO）
・ 地方独立行政法人東京都立病院機構
・ 自治医科大学附属病院

・ 地域医療連携推進法人
浜松アカデミック・メディカル・アライアンス（HAMA）

・ 国立研究開発法人国立循環器病研究センター
・ 独立行政法人国立病院機構大阪医療センター

【加盟決定】
・ 佐賀県医療センター好生館（450床）
・ 札幌医科大学附属病院（844床）
・ 自治医科大学附属埼玉医療センター（628床）

【加盟検討・打診】
・２大学病院
・５自治体病院
・１病院団体



法人組織イメージ

１号会員
病院（※)

社員（法人）

理事会／理事
（10名程度）

社員総会

代表理事（1名）

｜
事務局長（１名）

運営会議
｜

実務者会議

※会員病院にて役割を分担

取り組みに応じて移行

監事（複数名）

① 病院の病床数により議決権に差
➁ 団体の議決権をまとめ意見を反映しやすく

・社員の入社の承認
・代表理事の選任／解任／監督
・事務局長／委員の選任／解任
・事業計画予算の承認
・共同調達品の承認
・１号会員の入会の承認
・２号会員・３号会員への移行

・事業計画予算の立案
・運営指示と協議

・役員の選任／解任
・決算の承認
・社員の除名

※ 設立時社員（２名以上）と設立時理事（３名以上）は、
設立後も基本社員、理事となる

・運営会議：理事会等の議題の立案
・実務者会議：共同調達事業の実務

各種議題の立案
価格交渉
サンプル調査調整
共同調達品選定協議等

２号会員
病院

３号会員
病院

社員
（法人）

・共同調達契約の締結

※ １号会員病院は、初期は110病院程度、
将来的には上限200病院程度を想定

社員
（法人） ・・・

共同調達候補品の
提案権限に制約

研究・研修には
参加可能

理事と事務局長は
兼務可能

データセンター

マネジメント担当
病院間・団体間の調整

支援業務受託者：MRP
データ分析
マスター管理
各種提案

自己努力を前提に主体的取り組みを促進
する仕組みづくり（経営を主体的に取り組む）

人材育成と
自己努力を
評価する仕組み



今後の展開・構想・目標

○共同調達対象範囲の拡大を視野
・医療用消耗品の分野拡大
・医療用消耗品以外への拡大

○加盟団体・病院の経営体制を調達業務を中心に強化
・契約業務等のための研修会などの開催
・人材育成のための情報共有
・共同調達事業の集約による各病院の契約業務等の効率化

• 各公的な病院が社会的使命を果たすため、病院職員が一丸となって経
営改善に取り組み、医療の質と安全を確保すると共に、公平・透明か
つ効率的な調達業務を推進する。

• 連携する枠組みとして、事務部門の人材育成を重要な基盤と位置づけ、
専門性と実行力を備えた人材を育成し、病院経営の持続的な発展に貢
献する。
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